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子ども家庭福祉分野の資格について（意見） 

 貴台におかれましては、平素より、子ども家庭福祉の充実に向け、ご尽力いた

だいていることに感謝申し上げます。また、2021 年 6 月 29 日に実施されまし

た第 30 回社会的養育専門委員会（以下、専門委員会）において、私たちソーシ

ャルワークの職能団体および養成団体にヒヤリングの機会をご提供いただき、

誠にありがとうございました。 
本日、第 36 回専門委員会において、子ども家庭福祉分野の資格を議論いただ

くにあたり、下記のとおり、意見を提出させていただきますので、どうぞよろし

くお願いします。 
記 

  

１．子どもへの支援を強化する方法としては、新しい国家資格を創設するので

はなく、ソーシャルワーク専門職として既存の国家資格である社会福祉士

と精神保健福祉士を基盤とし、その上に子ども・家庭に関する内容を上乗

せ・強化した認定を行う仕組みにするべきです。 

 

２．施策を推進するにあたっては、１．で示したような認定を受けた者について、

児童相談所や児童養護施設等の配置要件として法令等に明確に位置づけた

上で、その配置・活用が着実に進められるよう、加算や加配等の措置を設け

ることが必要不可欠です。 

 

３．本来、認定の対象は社会福祉士又は精神保健福祉士の資格取得者とすべきで

すが、児童相談所の児童福祉司の約半数が、社会福祉士や精神保健福祉士資

格を有していない現状を踏まえ、経過措置を設けることで児童福祉司の資

質向上を図っていくべきと考えます。なお、経過措置については５年間程度

の年限を設けることとし、早急に社会福祉士や精神保健福祉士の資格取得

者が子ども家庭福祉分野のソーシャルワークを担う仕組みを確立すべきで

す。 

以上 


